第１号様式（第５条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様
〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　
企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印
平成　　年度海外市場獲得サポート事業費助成金交付申請書

標記助成金に係る事業を下記のとおり行いたいので、海外市場獲得サポート事業実施要領第５条の規定により、助成金の交付を申請します。

記

１　事業区分、助成事業の目的及び内容
	番号
	事業区分
	助成事業の目的及び内容

	Ａ
	海外市場調査事業
	事業計画書（別紙２－１）、経費配分書（別紙３）のとおり

	Ｂ
	海外販路開拓事業
	事業計画書（別紙２－２）、経費配分書（別紙３）のとおり

	Ｃ
	海外市場調査事業
・海外販路開拓事業　併用
	事業計画書（別紙２－３）、経費配分書（別紙３）のとおり


※申請する事業区分の番号に○をつけてください。
２　助成対象経費及び助成金交付申請額

  (1) 助成対象経費　　　金　　　　　　　　円
（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を除く）
(2) 助成金交付申請額　　  金　　　          円
３　助成事業完了予定期日　　平成　　年　　月　　日
第１号様式　別紙１－１　申請者等概要（地域中核企業又は地域中核企業を含むグループ用）

	〔連絡担当者氏名〕


	〔電話番号〕


	〔FAX番号〕


	〔E-mailアドレス〕 




地域中核企業（申請者）の概要

（１）企業名　：

（２）代表者（職・氏名）：

（３）業種（日本標準産業分類の中分類）： 

（４）所在地住所：

（５）設立年月日：

（６）資本金額：　　　　　　　千円（平成　年　月現在）

（７）従業員数：　常用　　　　人　・　臨時　　　　人

（８）直近決算における年間売上高：　　　　　　千円（　平成　　年　　期）

（９）県内他社への自社製品用部材等発注額

　　｛アからエのいずれかを○で囲み、表①（エに該当する企業にあっては表①及び②）に発注額等を記載のこと｝

　　ア　直近決算期における発注額の合計が５億円以上

イ　直近決算期における発注額の合計が３億円以上




　　ウ　直近決算期における発注額の合計が１億円以上




　　エ　直近決算３期中２期における発注額の合計がそれぞれ１億円以上

　①　第　　期（平成　年　月　日　～　平成　年　月　日）合計　　　　　　　千円
	企業名

（所在市町村名）
	発注金額（千円）

(主な発注品目：商品・部品名）
	
	企業名

（所在市町村名）
	発注金額（千円）
(主な発注品目：商品・部品名）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　 ）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）


　②　第　　期（平成　年　月　日　～　平成　年　月　日）合計　　　　　　　千円

	企業名

（所在市町村名）
	発注金額（千円）
(主な発注品目：商品・部品名）
	
	企業名

（所在市町村名）
	発注金額（千円）
(主な発注品目：商品・部品名）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）

	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）
	
	（　　　　）
	（　　　　　　　　　　　　　）


注１：表には発注先企業ごとの発注金額を記載すること。記載企業数が多い場合は、別紙として差し支えない。

注２：直近２期分の決算書の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書）の写し及び事業の内容がよくわかる資料等を添付すること。
（10）直近１年以内の他社への部材等発注実績（５社以上・１社につき２回以上）

	企業名

（所在地市町村名）
	発注年月日
	発注内容（用途）

	
	
	

	（　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　）
	
	

	
	
	

	（　　　　　　）
	
	


注１：申請日から1年以内に継続して発注している部材等について企業毎、日付順に記載すること。

注２：発注実績（企業名、発注年月日、発注内容・用途）を証する書類（発注伝票等）の写しを添付すること。

注３：発注内容欄に括弧書きでその用途を記載すること。
(11) （地域中核企業を含むグループの場合）グループ構成企業の情報
	①企業名（地域中核企業）
	

	代表者（職・氏名）
	

	業種（日本標準産業分類の中分類）
	

	主力製品・商品
	

	所在地住所
	

	設立年月日
	

	資本金額
	


	②企業名
	

	代表者（職・氏名）
	

	業種（日本標準産業分類の中分類）
	

	主力製品・商品
	

	所在地住所
	

	設立年月日
	

	資本金額
	


	③企業名
	

	代表者（職・氏名）
	

	業種（日本標準産業分類の中分類）
	

	主力製品・商品
	

	所在地住所
	

	設立年月日
	

	資本金額
	



※企業数が多い場合は、表を追加してください。

（12）海外拠点の設置状況

　　
	企業名
	国・地域
	機能（製造・販売）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（13）海外との取引状況

　　
	国・地域
	輸入／輸出
	主な品目

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


第１号様式　別紙１－２　申請者等概要（３社以上による中小企業のコンソーシアム用）
	〔代表企業担当者氏名〕


	〔電話番号〕


	〔FAX番号〕


	〔E-mailアドレス〕 




１　直近２期の売上高合計

（直近２期連続の売上高合計が５億円以上のコンソーシアムが助成対象になります。）

	
	企業名
	　　年　　月決算

売上高（単位：千円）
	　　年　　月決算

売上高（単位：千円）

	①
	（代表企業）
	
	

	②
	
	
	

	③
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	


※①に記載する企業を、申請企業の代表としてください。

※行数が足りない場合は、追加してください。

※直近２期分の決算書の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、製造原価報告書）の写し及び事業の内容がよくわかる資料等を添付すること。

２　コンソーシアム企業について

	①企業名（代表企業）
	

	代表者（職・氏名）
	

	業種（日本標準産業分類の中分類）
	

	主力製品・商品
	

	所在地住所
	

	設立年月日
	

	資本金額
	


	②企業名
	

	代表者（職・氏名）
	

	業種（日本標準産業分類の中分類）
	

	主力製品・商品
	

	所在地住所
	

	設立年月日
	

	資本金額
	


	③企業名
	

	代表者（職・氏名）
	

	業種（日本標準産業分類の中分類）
	

	主力製品・商品
	

	所在地住所
	

	設立年月日
	

	資本金額
	


※企業数が多い場合は、表を追加してください。

第１号様式　別紙１－３　申請者概要（中小企業者用）

	〔連絡担当者氏名〕


	〔電話番号〕


	〔FAX番号〕


	〔E-mailアドレス〕 




申請者の概要

（１）企業名　：

（２）代表者（職・氏名）：

（３）業種（日本標準産業分類の中分類）： 

（４）所在地住所：

（５）設立年月日：

（６）資本金額：　　　　　　　千円（平成　年　月現在）
（７）従業員数：　常用　　　　人　・　臨時　　　　人

（８）直近決算における年間売上高：　　　　　　千円（　平成　　年　　期）

第１号様式　別紙２－１　事業計画書（Ａ　海外市場調査事業）
事　業　計　画　書
	１　事業計画の概要

	

	２　海外市場の獲得を図る商品・製品・サービスの概要

	【名称】（㈱○○）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

※名称、特徴、優位性について記載してください。

地域中核企業を含むグループ、中小企業者のコンソーシアムの場合は企業ごとに記載してください。


	３　ターゲットとする海外市場（地域・国）

	※当該市場を選定した理由、市場規模、ターゲットとする顧客像（業界・業種）、当該市場における競合企業等を記載してください。


	４　海外市場獲得に向けた取組

	※輸出実績、海外見本市等への出展実績、ターゲットとする海外市場に関する予備調査・情報収集の実施状況、外国語対応人材の有無等について記載してください。


	５　海外市場獲得に当たっての課題

	


（記載スペースが足りない場合には適宜別紙等を添付してください。）
	６　事業の実施項目

	海外市場調査・海外販路開拓の具体的な手法と実施の必要性を記載してください。

（中小企業のコンソーシアムの場合は、実施体制も記載してください。）

○・・・・・・・・・・・・・・・。

○・・・・・・・・・・・・・・・。



	７　実施スケジュール

	区分
	実　施　項　目
	実施目標
	１年度目
	２年度目

	
	
	
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～３月
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～２月

	Ａ　海外市場調査事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	８　助成事業終了後の販売・営業計画

	＜販売・営業計画＞

※助成事業終了後に想定している販路・具体的な取引方法等販売・営業計画など市場獲得に向けた取組内容について記載してください。

	＜営業拠点設立・現地企業との提携等に関する計画＞

※営業拠点の形態・設置場所・規模・設立予定時期、

又は、現地企業との提携内容、提携によるメリット、提携予定時期について記載してください。


	９　海外市場獲得で期待される効果

	＜地域経済への波及効果等＞

※雇用・設備投資・地域協力企業への発注額の増加、県内からの輸出増加（誘発）等の効果を記載してください。



第１号様式　別紙２－２　事業計画書（Ｂ　海外販路開拓事業）

　　事　業　計　画　書

	１　事業の概要　　　　　　　　※出展要項など見本市等の概要がわかる資料を添付してください。

	(1)
	見本市等の名称
	

	(2)
	開催場所
	

	(3)
	開催年月日
	　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	(4)
	規模
	総ブース数：

過去の来場者数：
	    ブース
　　人

	(5)
	出展ブース数
	ブース数：

ブース面積：
	　　ブース
    ㎡

	(6)
	出展品目
	

	品名

単価

数量

展示品処理

（「輸出」、「還送」の別）

※地域中核企業を含むグループによる出展の場合は、各社の出展品目がわかるように記載してください。

	２　事業の目的等

	(1)


	出展の目的
	

	(2)
	これまでの取組、

成果及び課題
	

	(3)
	事業効果、

販路開拓等見込
	


第１号様式　別紙２－３　事業計画書（Ｃ　海外市場調査事業・海外販路開拓事業　併用）
Ⅰ　事　業　計　画　書

	１　事業計画の概要

	

	２　海外市場の獲得を図る商品・製品・サービスの概要

	【名称】（㈱○○）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

※名称、特徴、優位性について記載してください。

地域中核企業を含むグループ、中小企業者のコンソーシアムの場合は企業ごとに記載してください。


	３　ターゲットとする海外市場（地域・国）

	※当該市場を選定した理由、市場規模、ターゲットとする顧客像（業界・業種）、当該市場における競合企業等を記載してください。


	４　海外市場獲得に向けた取組

	※輸出実績、海外見本市等への出展実績、ターゲットとする海外市場に関する予備調査・情報収集の実施状況、外国語対応人材の有無等について記載してください。


	５　海外市場獲得に当たっての課題

	


（記載スペースが足りない場合には適宜別紙等を添付してください。）
	６　事業の実施項目

	海外市場調査・海外販路開拓の具体的な手法と実施の必要性を記載してください。

（中小企業のコンソーシアムの場合は、実施体制も記載してください。）

【海外市場調査事業】

○・・・・・・・・・・・・・・・。

○・・・・・・・・・・・・・・・。

【海外販路開拓事業 】
　○・・・・・・・・・・・・・・・。

№
見本市等の名称
開催場所
開催年月日
出展ブース数（㎡）
過去の出展

実績・成果

１

２

３

※出展要項など見本市等の概要がわかる資料を添付してください。

主な出展品目

品名

単価

数量

展示品処理（「輸出」、「還送」の別）

※地域中核企業を含むグループ又は中小企業のコンソーシアムによる出展の場合は、各社の出展品目がわかるように記載してください。


	７　実施スケジュール

	区分
	実　施　項　目
	実施目標
	１年度目
	２年度目

	
	
	
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～３月
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～２月

	Ａ　海外市場調査事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ　海外販路開拓事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（記載スペースが足りない場合には適宜別紙等を添付してください。）
	８　助成事業終了後の販売・営業計画

	＜販売・営業計画＞

※助成事業終了後に想定している販路・具体的な取引方法等販売・営業計画など市場獲得に向けた取組内容について記載してください。

	＜営業拠点設立・現地企業との提携等に関する計画＞

※営業拠点の形態・設置場所・規模・設立予定時期、

又は、現地企業との提携内容、提携によるメリット、提携予定時期について記載してください。

	９　海外市場獲得で期待される効果

	＜地域経済への波及効果等＞

※雇用・設備投資・地域協力企業への発注額の増加、県内からの輸出増加（誘発）等の効果を記載してください。


Ⅱ　事 業 費 明 細 書

(1) 資金調達内訳
	　
	事業に要する経費　　（単位：円）
	資金調達先

	自己資金
	　
	－

	借入金
	　
	　

	助成金
	　
	ＮＩＣＯ

	その他
	　
	　

	合　　計
	　
	　


(2) 助成金相当額の調達方法
	　
	助成金相当額　　（単位：円）
	資金調達先

	自己資金
	　
	－

	借入金
	　
	　

	その他
	　
	　

	合　　計
	　
	　


（注）助成金は原則精算払いとなりますので、助成金支払い時まで助成金相当額の一時的な負担が必要となります。
Ⅲ　経　営　計　画　書
（単位：千円）
	区分
	
	１年前

（　　/　月期）
	直近期末

（　　/　月期）
	１年後

（　　/　月期）
	２年後

（　　　/　月期）
	３年後

（　　　/　月期）

	会社全体
	売上高
	
	
	
	
	

	
	売上原価
	
	
	
	
	

	
	売上総利益
	
	
	
	
	

	
	販売及び

一般管理費
	
	
	
	
	

	
	営業利益
	
	
	
	
	

	
	従業員数
	人
	人
	人
	人
	人

	
	人件費
	
	
	
	
	

	
	設備投資額
	
	
	
	
	

	海外事業部門
	売上高
	
	
	
	
	

	
	売上原価
	
	
	
	
	

	
	売上総利益
	
	
	
	
	

	
	販売及び

一般管理費
	
	
	
	
	

	
	営業利益
	
	
	
	
	

	
	従業員数
	人
	人
	人
	人
	人

	
	人件費
	
	
	
	
	

	
	設備投資額
	
	
	
	
	


（注）地域中核企業を含むグループ又は中小企業のコンソーシアムによる申請は、グループ又はコンソーシアム全体の海外売上高を記載してください。なお、参考資料として個別企業の経営計画書も提出してください。
第１号様式　別紙３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成　　年度　海外市場獲得サポート事業費助成金

経費配分書

　　（単位：円）
	助成事業区分
	経費

区分
	経費の内容
	助成対象経費
	積算根拠
	助成金
申請額

	Ａ　海外市場調査事業
	旅費
	旅　費※1
	
	
	

	
	事業費
	謝金
	
	
	

	
	
	市場調査費
	
	
	

	
	
	通訳・翻訳費
	
	
	

	
	
	通信運搬費※2
	
	
	

	
	
	代行手数料
	
	
	

	
	委託費
	委託費※3
	
	
	

	
	その他の経費
	その他の経費
	
	
	

	
	小　計※4
	
	
	

	Ｂ　海外販路開拓事業
	旅費
	旅　費※1
	
	
	

	
	事業費
	会場借上費
	
	
	

	
	
	展示装飾・設営費
	
	
	

	
	
	広告宣伝費
	
	
	

	
	
	通信運搬費※2
	
	
	

	
	
	通訳・翻訳費
	
	
	

	
	委託費
	委託費※3
	
	
	

	
	小　計※5
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注１）該当する事業のみ記載すること。また、助成事業区分(A)及び併用(C)の場合は、別紙３の内訳も記載すること。
（注２）助成対象経費には消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を含まない。
※１　１社での渡航の場合は２名を、グループ又はコンソーシアム（併用）で渡航の場合は１社当たり１名を上限とする。
※２　海外の見本市への出展等の場合において、展示品等を輸出扱いで輸送する場合は助成対象としない。

※３　委託費を除いた経費総額の1/2を上限とする。

※４　海外市場調査事業(A)の助成金申請額は助成対象経費×1/2以内とする。

※５　海外販路開拓事業(B)の助成金申請額は助成対象経費×2/3以内とする。

また、併用(C)の場合、地域中核企業又は地域中核企業を含むグループは販路開拓事業単独利用の場合の助成上限額、その他の申請者は市場調査事業の助成金申請額を上限とする。
（記載スペースが足りない場合には適宜別紙等を添付してください。）

第２号様式（第５条及び第７条関係）
　平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様

〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度海外市場獲得サポート事業費助成金
変更承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け新産創第　　　号で交付決定を受けた標記助成金について、下記のとおり変更交付を受けたいので、海外市場獲得サポート事業実施要領第５条（第７条）の規定により申請します。

記
１　変更の理由

２　変更の内容

 (1)　助成金額等
（単位：円）
	
	変更前
	変更後

	助成事業に要する経費
	
	

	助成対象経費
	
	

	助成金交付申請額
	
	

	助成金交付決定額
	
	


 (2)　助成事業　　　別紙事業計画書及び経費配分書のとおり
　
（注）別紙は、交付申請書に添付する様式と同様のものを添付する。

変更前を上段( )書きで、変更後を下段に記載すること。
第３号様式（第９条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度海外市場獲得サポート事業助成金に係る
助成事業の中止（廃止）承認申請書

平成　　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、海外市場獲得サポート事業実施要領第９条の規定により、承認を申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

第４号様式（第10条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度海外市場獲得サポート事業費助成金に係る助成事業遅延等報告書

平成　　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成事業について、予定の期間内に完了しない（助成事業の遂行が困難となった）ので、海外市場獲得サポート事業実施要領第10条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　助成事業の進捗状況

２　助成事業に要した経費

３　遅延等の内容及び原因

４　遅延等に対する措置

５　助成事業の遂行及び完了の予定

第５号様式（第12条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度海外市場獲得サポート事業費助成金に係る事業遂行状況報告書

平成　　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成事業の遂行状況について、海外市場獲得サポート事業実施要領第12条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　遂行状況
※事業の実施経過、これまでの取組成果等の具体的な遂行状況を記載してください。
２　助成対象経費の執行状況（海外市場調査事業、海外市場調査事業・海外販路開拓事業併用）
（単位：円）

	助成事業区分
	経費

区分
	経費の内容
	実施計画

（交付決定）
(a)
	実施額
（既支出額）
(b)
	未実施額

（今後の支出見込額）
	遂行率

（b/a）

	Ａ　海外市場調査事業
	旅費
	旅　費※1
	
	
	
	

	
	事業費
	謝金
	
	
	
	

	
	
	市場調査費
	
	
	
	

	
	
	通訳・翻訳費
	
	
	
	

	
	
	通信運搬費※2
	
	
	
	

	
	
	代行手数料
	
	
	
	

	
	委託費
	委託費※3
	
	
	
	

	
	その他の経費
	その他の経費
	
	
	
	

	
	小　計※4
	
	
	
	%

	Ｂ　海外販路開拓事業
	旅費
	旅　費※1
	
	
	
	

	
	事業費
	会場借上費
	
	
	
	

	
	
	展示装飾・設営費
	
	
	
	

	
	
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	
	通信運搬費※2
	
	
	
	

	
	
	通訳・翻訳費
	
	
	
	

	
	委託費
	委託費※3
	
	
	
	

	
	小　計※5
	
	
	
	%

	合　　計
	
	
	
	%


　　（注）※１～５については様式第１号別紙３を参照のこと。
　　　（必要に応じて行を追加すること。また、別紙としても差し支えない。）
第６号様式（第13条関係）
平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度海外市場獲得サポート事業費助成金実績報告書

平成　　年　月　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成金に係る助成事業が完了（を廃止）したので、海外市場獲得サポート事業実施要領第13条の規定により、下記のとおりその実績を報告します。

記

１　事業区分、助成事業の実績

	番号
	事業区分
	助成事業の実績

	Ａ
	海外市場調査事業
	事業報告書（別紙１－１）、経費実績書（別紙２）のとおり

	Ｂ
	海外販路開拓事業
	事業報告書（別紙１－２）、経費実績書（別紙２）のとおり

	Ｃ
	海外市場調査事業

・海外販路開拓事業　併用
	事業報告書（別紙１－３）、経費実績書（別紙２）のとおり


※申請する事業区分の番号に○をつけてください。

２　添付書類
　　その他参考書類（写真等）
第６号様式　別紙１－１　事業報告書（Ａ　海外市場調査事業）
事　業　報　告　書

	１　実施内容

	区分
	実　施　項　目
	内　容　等
	１年度目
	２年度目

	
	
	
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～３月
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～２月

	Ａ　海外市場調査事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２　事業効果

	※海外営業拠点設立や代理店獲得、輸出の増加など市場調査活動の結果得られた成果を記載してください。

　記載の観点

○申請時に策定した計画が達成できたか？

　　○地域経済への波及（雇用・設備投資・地域協力企業への発注額の増加、県内からの輸出増加
（誘発）等）はあるか？


	３　助成事業終了後の展望

	※今後の海外展開の計画を記載してください。
　記載の観点

○（申請時に策定した計画を達成した場合）達成した事項を基盤にどう展開していくか？
○（申請時に策定した計画が未達成な場合）引き続きどのように達成に向け展開していくか？

○他のターゲット地域に向けての新市場展開を行うか？


第６号様式　別紙１－２　事業報告書（Ｂ　海外販路開拓事業）

　　事　業　報　告　書

	１　実施内容

	(1)
	見本市等の名称
	

	(2)
	開催場所
	

	(3)
	開催年月日
	　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	(4)
	規模
	総ブース数：

来場者数：
	    ブース
　　人

	(5)
	出展ブース数
	ブース数：

ブース面積：
	　　ブース
    ㎡

	(6)
	出展品目
	

	品名

単価

数量

展示品処理

（「輸出」、「還送」の別）

※地域中核企業を含むグループによる出展の場合は、各社の出展品目がわかるように記載してください。

	２　事業効果

	(1)


	商談実績
	　
商談件数 　　　    　※１
　件
　
成約件数・成約額  ※２
　　　　　件　・　　　　万円
　
(主な成約相手先）　※３
　
　
成約見込件数・見込額
　　　　　件　・　　　　万円
　
継続商談件数
件


	(2)
	事業効果、

販路開拓等見込
	



第６号様式　別紙１－３　事業報告書（Ｃ　海外市場調査事業・海外販路開拓事業　併用）
事　業　報　告　書

	１　実施内容

	Ａ　海外市場調査事業
	実　施　項　目
	内容等
	１年度目
	２年度目

	
	
	
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～３月
	４～６月
	７～９月
	10～12月
	１～２月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ　海外販路開拓事業
	№
	見本市等の名称
	開催場所
	開催年月日
	出展ブース数・面積
	主な出展品目

	
	１
	
	
	
	
	

	
	２
	
	
	
	
	

	
	３
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	２　事業効果

	Ａ　海外市場調査事業
	活動の成果
	※海外営業拠点設立や代理店獲得、輸出の増加など市場調査活動の結果得られた成果を記載してください。

　記載の観点

○申請時に策定した計画が達成できたか？

　　○地域経済への波及（雇用・設備投資・地域協力企業への発注額の
増加、県内からの輸出増加（誘発）等）はあるか？

	Ｂ　海外販路開拓事業
	商談実績
	　
商談件数 　　　    　※１
　件
　
成約件数・成約額  ※２
　　　　　件　・　　　　万円
　
(主な成約相手先） ※３
　
　
成約見込件数・見込額
　　　　　件　・　　　　万円
　
継続商談件数
件

　　
（出展見本市等ごとに記入すること。）

	事業効果、

販路開拓等見込
	


	３　助成事業終了後の展望

	※今後の海外展開の計画を記載してください。

　記載の観点

○（申請時に策定した計画を達成した場合）達成した事項を基盤にどう展開していくか？

○（申請時に策定した計画が未達成な場合）引き続きどのように達成に向け展開していくか？

○他のターゲット地域に向けての新市場展開を行うか？


第６号様式　別紙２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年度　海外市場獲得サポート事業費助成金

経費実績書

　　（単位：円）

	助成事業区分
	経費

区分
	経費の内容
	助成対象経費
	積算根拠
	助成対象経費×助成率

	Ａ　海外市場調査事業
	旅費
	旅　費※1
	
	
	

	
	事業費
	謝金
	
	
	

	
	
	市場調査費
	
	
	

	
	
	通訳・翻訳費
	
	
	

	
	
	通信運搬費※2
	
	
	

	
	
	代行手数料
	
	
	

	
	委託費
	委託費※3
	
	
	

	
	その他の経費
	その他の経費
	
	
	

	
	小　計※4
	
	
	

	Ｂ　海外販路開拓事業
	旅費
	旅　費※1
	
	
	

	
	事業費
	会場借上費
	
	
	

	
	
	展示装飾・設営費
	
	
	

	
	
	広告宣伝費
	
	
	

	
	
	通信運搬費※2
	
	
	

	
	
	通訳・翻訳費
	
	
	

	
	委託費
	委託費※3
	
	
	

	
	小　計※5
	
	
	

	合　　計
	
	
	


（注１）該当する事業のみ記載すること。

（注２）助成対象経費には消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を含まない。

※１　１社での渡航の場合は２名を、グループ又はコンソーシアム（併用）で渡航の場合は１社当たり１名を上限とする。

※２　海外の見本市への出展等の場合において、展示品等を輸出扱いで輸送する場合は助成対象としない。

※３　委託費を除いた経費総額の1/2を上限とする。

※４　海外市場調査事業(A)の助成金申請額は助成対象経費×1/2以内とする。

※５　海外販路開拓事業(B)の助成金申請額は助成対象経費×2/3以内とする。

また、併用(C)の場合、地域中核企業又は地域中核企業を含むグループは販路開拓事業単独利用の場合の助成上限額、その他の申請者は市場調査事業の助成金申請額を上限とする。
（記載スペースが足りない場合には適宜別紙等を添付してください。）

第７号様式（第16条関係）

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒

所在地　　　　　　　　　　　　　　　

企業・団体名　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　印

平成　　年度海外市場獲得サポート事業費助成金請求書

　平成　　年　　月　　日付け新産創第　　号で交付決定を受けた標記助成金について、海外市場獲得サポート事業費助成金実施要領第16条第2項の規定により、下記のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　　金　　　　　　　　　　円

　　

２　請求額算定根拠

（単位：円）
	区　　分
	金　　　額

	交付決定額
	

	概算払受領済額
	

	今回請求額
	

	残　　　額
	


３　振込先情報
　　
	金融機関・支店名
	

	預金種別
	

	口座番号
	

	口座名義
	

	（フリガナ）
	


　　　　　　　　　　　　

（注）今回請求額の算定根拠を示した明細書を添付すること。

　　　また、概算払い請求時は、その理由書を添付すること。
[image: image1.emf]   

   


※１　商談件数：「商談」の定義


　　　　　　　　　・商品説明　・カタログ提示、提供　・試供品提供


　　　　　　　　　・セリングポイント伝達　・見積書提出　・取引条件説明 など


※２　成約件数：発注確認ができていること（契約書、メール、口頭）


※３　主な成約相手先：成約額の大きな相手先２～３社を記載








※１　商談件数：「商談」の定義


　　　　　　　　　・商品説明　・カタログ提示、提供　・試供品提供


　　　　　　　　　・セリングポイント伝達　・見積書提出　・取引条件説明 など


※２　成約件数：発注確認ができていること（契約書、メール、口頭）


※３　主な成約相手先：成約額の大きな相手先２～３社を記載











PAGE  

